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労働契約の未更新で使用者側の一方的な終止ができるか？

１、事実経緯

2013年4月21日、A氏は杭州の某メーカー（以下、B社という）に入社、双方はB社はA氏に月給5000元を支給、1年間の労働契約を締結。

2014年4月13日、B社はA氏に契約更新を知らせ、同市最低賃金基準を内容とした新しい労働契約を提示したが、新契約の月給額が前の契約の金額を明らかに下回ったことでA氏は契約更新を拒否した。

その後、B社から書面で労働契約の締結を数回催促されたとしてA氏は断り続けた。

労働契約期限満了後もA氏はそのままB社に勤務し、B社も月給5000元をA氏に支給した。

2014年10月26日、B社はA氏宛「労働関係終止の通知書」を送付し、その書状にB社はA氏に書面による労働契約の締結を数回に催促したにもかかわらず、A氏は再三に書面労働契約の締結を拒んで、業務上の怠慢行為も存在しており、B社に不利な影響を齎した。故に2014年10月26日からA氏と正式に労働契約関係を終止すると記した。

A氏はB社の一方的な労働関係を終止する行為は違法であると考え、労働仲裁を申し入れ、B社に労働関係の違法終止の賠償金及び書面契約の未締結期間中の2倍給与の差額を要求した。

仲裁、裁判の判定

本案は仲裁、裁判の審理を経て、B社はA氏に対して書面労働契約の更新に協議の義務を果したので、A氏に書面労働契約の未締結により2倍給与の差額、及び賠償金を支払う必要がない。但し、労働関係終止の経済補償金を支払う必要であると判定した。

コメント

使用者が労働者との労働契約更新の協議中、元の労働契約に決めた基準を引下げた場合、労働者は労働契約期限満了際、労働契約を終止でき、使用者は経済補償金を支払う必要である。

労働者が書面による労働契約を拒否した場合、使用者は直ちに労働関係を終止し、且つ経済補償金を支払い、労使間で1年を超えて書面による労働契約を締結しない場合、無期限労働契約を締結したと見なす。


「〈中華人民共和国税関検査条例〉の改正に関する国務院の決定」
2016年7月1日、国務院は、「〈中華人民共和国税関検査条例〉の改正に関する決定」（以下、改正版という）を公表、2016年10月1日から施行する。改正版は合計六章、34条から構成され、その主な内容は以下の通りである。
１、背景

国務院が1997年1月3日に公布施行した「中華人民共和国税関検査条例」は中国の税関検査制度を確立した。同条例は2011年1月8日、初回目改正された以降、対外貿易の発展に伴い、税関への通関利便性の要望、更に輸出入貨物の検査及び輸出入手続きの真実性と合法性の監督の要求が高まってきた。こうした問題に対応するため、国務院は、実情に合わない現行の条例を二回目見直し、改正版の公布実施を決めた。

主な改正ポイント

税関による検査を実施する保障措置の増加

改正版により、税関は検査業務の必要性により、関連業界協会、政府部門及び関連企業に対して、特定商品、業界及び輸出入活動に関連する情報を収集し、且つ関係企業の輸出入信用状況及びリスク状況に基づいて税関の検査重点を確定することができる。

税関の検査手順の規範及び完備

改正版により、税関は、事前に通告無き検査する状況を被検査人が重大な違法嫌疑があり、その帳簿、証憑など関連資料及び輸出入貨物を移転、隠匿、棄却するなど緊急状況に限るものとし、検査報告を被検査人に送付、意見徴収を求める状況を「検査報告は被検査人が違法の嫌疑があると認定」に限定し、且つ、「検査報告は認定した事実」に関する意見だけを聴取するものとする。

一方、従来のコンピュータによる記帳、会計計算を行う関係企業が会計記録を書面記録に印刷、保管する規定、及び関係企業が税関に対する輸出入貨物の購入、販売、加工、使用、消耗及び在庫状況資料の届出をする規定は削除された。

税関の検査職権及び措置の完備

改正版は、税関法関連規定及び税関検査の必要により差押強制措置の規定を追加し、且つ電子データ記憶媒体を差押、押収することが出来ると明確した。さらに税関は会計、税務など専門機構に関連問題に関する特別調査を依頼するだけでなく、被検査人より依頼された専門機構が出した専門的な結論を税関の検査の参考根拠とすることもできると決めた。

違法行為への寛厳補完のある懲罰

改正版は、違法行為に対する罰金額を引き上げる一方、輸出入貨物と直接関係のある企業が税関に自主的にその税関監督管理規定に違反する行為を報告し、且つ税関の処理を受け入れる場合、行政処罰を軽くし、または軽減しなければならないと決めた。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	１1
	国務院の「〈中華人民共和国税関検査条例〉の改正に関する決定」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2016/10/01

	２2
	人力資源社会保障部の「雇用企業の労働雇用と社会保険法律法規を遵守する情況特別検査の展開に関する通知」
	2016/06/01

	33
	国家外貨管理局の「資本項目為替管理政策の改革と規範に関する通知」
	2016/06/09

	４4
	最高裁の「虚偽訴訟の防止と制裁に関する指導意見」
	2016/06/20

	５5
	全人代常務委員会の「中華人民共和国省エネルギー法」等6部法律の改正に関する決定
	2016/09/01

	５6
	全人代常務委員会の「中華人民共和国資産評価法」
	2016/12/01
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